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公布された規則のあらまし

◇鳥取県会計管理者等事務決裁規則の一部を改正する規則

１ 規則の改正理由

新財務会計システムの稼働に伴い、及び会計事務の効率化を図るため、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 競争入札参加資格者の指名停止措置に係る規定を定める。

(２) 鳥取県会計規則の改正に伴い、所要の規定の整備を行う。

(３) その他所要の規定の整備を行う。

(４) 施行期日等

ア 施行期日は、平成29年４月１日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。

平成29年３月31日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第35号



- 3 -

規 則
鳥取県会計管理者等事務決裁規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成29年３月31日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第20号

鳥取県会計管理者等事務決裁規則の一部を改正する規則

鳥取県会計管理者等事務決裁規則（平成21年鳥取県規則第25号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（目的） （目的）

第１条 この規則は、会計管理者において処理する 第１条 この規則は、会計管理者において処理する

事務並びに出納機関の出納員及び電子出納員の事務 事務並びに出納機関の出納員及び旅費出納員の事務

の決裁に関し必要な事項を定め、もって事務処理 の決裁に関し必要な事項を定め、もって事務処理

の能率化及び責任の所在の明確化を図ることを目 の能率化及び責任の所在の明確化を図ることを目

的とする。 的とする。

（定義） （定義）

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語 第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 る。

(１)～(５) 略 (１)～(５) 略

(６) 正当決裁権者 知事、会計管理者、出納機 (６) 正当決裁権者 知事、会計管理者、出納機

関の出納員、電子出納員、専決権者又は委任決 関の出納員、旅費出納員、専決権者又は委任決

裁権者をいう。 裁権者をいう。

(７)～(16) 略 (７)～(16) 略

(17) 電子出納員 鳥取県会計規則第５条の２に (17) 旅費出納員 鳥取県会計規則第５条の２に

規定する電子出納員をいう。 規定する旅費出納員をいう。

（会計管理者の決裁事項等） （会計管理者の決裁事項等）

第４条 略 第４条 略

２・３ 略 ２・３ 略

４ 出納機関の出納員及び電子出納員の決裁事項 ４ 出納機関の出納員及び旅費出納員の決裁事項

は、それぞれ、鳥取県会計規則第５条の２第２項 は、それぞれ、鳥取県会計規則第５条の２第２項

及び第６条の規定により会計管理者から委任され 及び第６条の規定により会計管理者から委任され

た事項とする。 た事項とする。

（代決） （代決）

第５条 代決は、次の表の左欄に掲げる正当決裁権 第５条 代決は、次の表の左欄に掲げる正当決裁権

者の区分に応じ、それぞれ同表の中欄に掲げる第 者の区分に応じ、それぞれ同表の中欄に掲げる第

１順位者が行い、正当決裁権者及び第１順位者が １順位者が行い、正当決裁権者及び第１順位者が

ともに不在のときは、それぞれ同表の右欄に掲げ ともに不在のときは、それぞれ同表の右欄に掲げ

る第２順位者が行うことができる。 る第２順位者が行うことができる。
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正当決裁権者 第１順位者 第２順位者 正当決裁権者 第１順位者 第２順位者

略 略

電子出納員 電子出納員があら 旅費出納員 旅費出納員があら

かじめ定める会計 かじめ定める会計

員 員

２ 略 ２ 略

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係）

１ 工事検査以外の事務に係る事務処理権限 １ 工事検査以外の事務に係る事務処理権限

所 事項 事務処理権限の区分 出 所 事項 事務処理権限の区分 出

属 種類 内容 知 専決権者 委任決裁権者 納 属 種類 内容 知 専決権者 委任決裁権者 納

名 事 会 局 課 会 会 局 課 出 機 名 事 会 局 課 会 会 局 課 出 機

計 長 長 計 計 長 長 納 関 計 長 長 計 計 長 長 納 関

管 担 管 機 の 管 担 管 機 の

理 当 理 関 長 理 当 理 関 長

者 職 者 の の 者 職 者 の の

員 長 名 員 長 名

称 称

略 略

物 略 物 略

品 五 略 品 五 略

契 そ ３ 知事 契 そ ３ 知事

約 の 部局本 約 の 部局本

課 他 庁各課 課 他 庁各課

の 及び労 の 及び労

知 働委員 知 働委員

事 会事務 事 会事務

の 局にお の 局にお

権 ける委 権 ける委

限 託、役 限 託、役

に 務及び に 務及び

属 賃借契 属 賃借契

す 約（予 す 約（予

る 定価格 る 定価格

事 が20万 事 が20万

務 円以上 務 円以上

のもの のもの

に 限 に 限

る。） る。）

に係る に係る

競争入 競争入

札（総 札（総

合評価 合評価

方式に 方式に

よるも よるも

のを除 のを除

く。） く。）

の執行 の執行

又は随 又は随

意契約 意契約

（２人 （２人

以上の 以上の

者から 者から

見積書 見積書

を徴す を徴す

るもの るもの

に 限 に 限
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り、プ り、プ

ロポー ロポー

ザル方 ザル方

式によ 式によ

るもの るもの

を 除 を 除

く。） く。）

による による

場合の 場合の

見積書 見積書

の徴取 の徴取

（一） (一）

１件 ○ １件 ○

2,0 0 0 2 , 00 0

万円以 万円以

上のも 上のも

の の

（二） （二）

１件 ○ １件 ○

2,000 2,000

万円未 万円未

満のも 満のも

の の

４ 競争

入札参

加資格

に係る

指名停

止の決

定

（一）

県内 ○

に本店

を有す

るもの

（二）

県外 ○

に本店

を有す

るもの

２ 工事検査に係る事務処理権限 ２ 工事検査に係る事務処理権限

事項 事務処理権限の区分 事項 事務処理権限の区分

種類 内容 知 委任決裁権者 種類 内容 知 委任決裁権者

事 会 課 所 検 事 会 課 所 検

計 長 長 査 計 長 長 査

管 員 管 員

理 理

者 者

一 建 設 １ 略 一 建 設 １ 略

工 事 の ２ 請負対象設計金額が１億円未満の 工 事 の ２ 請負対象設計金額が１億円未満の

検 査 の 工事（知事が別に定めるものを除 検 査 の 工事（知事が別に定めるものを除

命令 く。）に係るもの 命令 く。）に係るもの

（一） 略 ○ （一） 略 ○

（二） (一)以外の区域に係るもの ○ （二） 以外の区域に係るもの ○

略 略

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係）

所 事項 事務処理権限の区分 所 事項 事務処理権限の区分
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属 種類 内容 会 専決権者 委任決裁 属 種類 内容 会 専決権者 委任決裁

名 計 権者 名 計 権者

管 局 課 会 局 課 管 局 課 会 局 課

理 長 長 計 長 長 理 長 長 計 長 長

者 員 者 員

略 略

統 一 法に基 略 審 一 法に基 略

括 づく会計 ４ 法第232条の４第２項 査 づく会計 ４ 法第232条の４第２項

審 管理者の の規定による支出負担 出 管理者の の規定による支出負担

査 権限に属 行為に関する確認 納 権限に属 行為に関する確認

課 する事務 (一)・(二) 略 課 する事務 (一)・(二) 略

(三) そ の 他 の 支 出 (三) その 他の 支出

（建設工事請負費及 （建設工事請負費及

び義務経費の支出並 び義務経費の支出並

びに同一会計内の振 びに同一会計内の振

替、他の会計への繰 替、他の会計への繰

入れ又は歳入歳出外 入れ又は歳入歳出外

現金への繰入れのた 現金への繰入れのた

めの支出を除く。） めの支出を除く。）

(１)・(２) 略 (１)・(２) 略

(３) １件５万円以 ○ (３) １件2,000万円 ○

上2,000万円未満の 未満のもの

もの

(４) １件５万円未 ○

満のもの

二 鳥取県 二 鳥取県 １ 返納金の戻入 ○

会計規則 １ 過誤納金の還付 ○ 会計規則 ２ 過誤納金の還付 ○

に基づく ２ 同一会計内の振替、 ○ に基づく ３ 同一会計内の振替、 ○

会計管理 他の会計への繰入れ又 会計管理 他の会計への繰入れ又

者の権限 は歳入歳出外現金への 者の権限 は歳入歳出外現金への

に属する 繰入れのための支出 に属する 繰入れのための支出

事務 事務 ４ 返納を伴わない資金 ○

前渡精算書の確認

略 略

略 略

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成29年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則による改正後の鳥取県会計管理者等事務決裁規則の規定は、平成29年度分以後の歳入歳出予算に係

る収入及び決算から適用し、平成28年度分以前の歳入歳出予算に係る収入及び決算については、なお従前の例

による。
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